
  　　　　　 　 　 　

1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（基金繰入金）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

指摘事項等への対応

□監査

□決算特別委員会

□県民協働による事業改善

要求からの主な変更点

0 概算事業費（B（A）+C） 250,679 219,135 225,098 227,988

4,129 4,129 4,129 0

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　　分（単位：千円） 23年度 24年度 25年度

H26

概　算
人件費

0.50 0.50 0.50 0.50

4,129

246,550 215,006

194,280 188,711 190,571 189,003 0

2,24025,498 1,686

28,712 32,616

250,229

目標 成果 達成状況

サービス等利
用計画作成率

4割 10割

項目
H25末

（見込）

Aの
財源

30,451 29,358

当初予算 250,229 218,069 220,969

26要求 26予算案 成果目標の達成状況

予
算
額

前年度繰越

223,859

合計（A) 218,069 220,969 223,859 0

相談支援延べ
件数

125,000件 130,000件

H27
目標

補正予算

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H26実施内容

5　市町村地域生活支援事業
補助金・
交付金

市町村が行う専門的職員の配置等の事業に対する
補助

31,014 31,278

4　働く障害者のための交流拠点の運営 委託 障害者が就業後や休日に集まって交流できる場を
用意

－ 3,210

534 534

（要求）

6　経常経費 直接

1,847

目指す姿

現状
障害者自立支援法改正による一層の相談支援の充実を図るため、圏域の総合支援センターが総合的な相談支援機能を持つ基幹セン
ター的役割を担う等、地域の体制整備の強化が必要。

県が関与
する理由

障害者（児）及び家族のニーズを把握し、その実現に向けて困難を克服していけるよう関係者が支援することにより、地域で安心して生
活できる総合的な支援体制を整備する。

県関与の必要性あり
【左記の説明、根拠法令等】

障害者総合支援法第７８条、８９条の２

　２　障害者支援の充実 実施期間 H16 ～

検討中県民との協働による実施：

5,303 4,451

事業番号 04 09 05 事業改善シート （26年度実施事業分）　　■当初要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　□点検

事　業　名 障害者相談支援事業 担
当
課

部局 健康福祉部　

課・室 障害者支援課

総合５か
年計画

プロジェクト  E-mail shogai-shien@pref.nagano.lg.jp

174,305

施策の総合的展開
６－２　いきいきと安心して暮らせる社会づくり

180,299

0

2,240

（指摘事項等） （対応）

障害者等の相談支援をワンストップで行う総合支援センターの認知促進による利用者拡大及び機能強化のバックアップ

220,969 223,859 0

（予算案）

１コーディネーター等設置
　①アドバイザー

直接
地域の相談支援体制整備のアドバイス、専門分野別
支援

合計

H25 H26

３　県自立支援協議会の運営 直接 県全体の相談支援体制のシステムづくりを協議 1,335

　②療育コーディネーター等

（当初）

　③生活支援ワーカー

２　相談支援専門員重点サポート

委託

補助金・
交付金

委託

療育：個別支援、保育所等訪問支援、施設支援（県
単）　　　　１３箇所配置
就業・生活：就労支援（国10/10）
　　　　生活支援（国1/2/県1/2）　　１０圏域配置
就労移行指導員：1名配置（国1/2/県1/2）

・地域生活全般に関する支援（県1/2・市1/2）
　松本市・伊那市

相談支援専門員のフォローアップ研修の実施

5,088

3,390


